
（民間研究特例業務勘定）

（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 75,404,138

有価証券 7,958,783,200

前払費用 45,614

未収収益 32,762,939

未収金 4,802,583

流動資産合計 8,071,798,474

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物　　　 10,270,450

　　　減価償却累計額 2,634,986 7,635,464

工具器具備品 4,934,238

　　　減価償却累計額 4,030,735 903,503

有形固定資産合計 8,538,967

２　無形固定資産

電話加入権 12,000

無形固定資産合計 12,000

３　投資その他の資産

投資有価証券 888,453,338

長期未収金 91,708,821

貸倒引当金 75,379,861 16,328,960

破産更生債権等 22,143,443

貸倒引当金 22,143,443 0

投資その他の資産合計 904,782,298

固定資産合計 913,333,265

資産合計 8,985,131,739

貸　借　対　照　表
（平成２９年３月３１日現在）



（民間研究特例業務勘定）

（単位：円）

貸　借　対　照　表
（平成２９年３月３１日現在）

負債の部

Ⅰ　流動負債

未払金 5,329,310

未払費用 4,118

未払法人税等 186,180

未払消費税等 2,030,100

預り金 706,925

賞与引当金 4,914,062

流動負債合計 13,170,695

Ⅱ　固定負債

退職給付引当金 314,374

固定負債合計 314,374

負債合計 13,485,069

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 6,070,980,994

地方公共団体出資金 941,768

その他出資金 3,468,562,836

資本金合計 9,540,485,598

Ⅱ　資本剰余金

損益外減損損失累計額（△） △ 273,600

資本剰余金合計 △ 273,600

Ⅲ　繰越欠損金

当期未処理損失 △ 568,565,328

（うち当期総利益 1,691,266,487 )

繰越欠損金合計 △ 568,565,328

純資産合計 8,971,646,670

負債純資産合計 8,985,131,739



（民間研究特例業務勘定）

経常費用 （単位：円）

特例業務費

給与、賞与及び諸手当 26,059,355

賞与引当金繰入 2,300,844

法定福利費・福利厚生費 4,990,028

その他人件費 5,871,032

外部委託費 196,560

研究材料消耗品費 174,635

支払リース料・賃借料 68,378

保守・修繕費 36,442

旅費交通費 892,444

図書印刷費 94,885

貸倒引当金繰入 27,836,954

雑費 602,223 69,123,780

一般管理費

役員報酬 12,701

給与、賞与及び諸手当 31,339,938

賞与引当金繰入 2,613,218

法定福利費・福利厚生費 4,967,582

その他人件費 2,358,448

外部委託費 191,724

消耗品費 251,450

支払リース料・賃借料 538,558

減価償却費 751,664

保守・修繕費 561,407

旅費交通費 265,712

水道光熱費 636,029

図書印刷費 107,208

雑費 7,420,475 52,016,114

財務費用

有価証券評価損 41,985,410

経常費用合計 163,125,304

経常収益

事業収益

特例業務収入 507,812

財務収益

受取利息 14,462

有価証券利息 112,901,988 112,916,450

雑益 765,768

経常収益合計 114,190,030

経常損失  48,935,274

臨時損失

固定資産除却損 3

減損損失 290,400

臨時損失合計 290,403

臨時利益

投資有価証券売却益 1,697,204,810

その他臨時利益 43,473,534

臨時利益合計 1,740,678,344

税引前当期純利益 1,691,452,667

法人税、住民税及び事業税 186,180

当期純利益 1,691,266,487

当期総利益 1,691,266,487

損　益　計　算　書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）



（民間研究特例業務勘定）

（単位：円）
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

特例業務支出 △ 1,914,277
人件費支出 △ 78,230,694
その他の業務支出 △ 7,784,122
委託費返還金収入 7,245,589
特例業務収入 371,203
その他の事業収入 1,264,424

小計 △ 79,047,877
利息の受取額 99,124,022
法人税等の支払額 △ 213,477

    業務活動によるキャッシュ・フロー 19,862,668

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 7,050,861,810
投資有価証券の売却による収入 6,978,026,200

    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 72,835,610

Ⅲ 資金減少額 △ 52,972,942

Ⅳ 資金期首残高 128,377,080

Ⅴ 資金期末残高 75,404,138

キャッシュ・フロー計算書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日)



（民間研究特例業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 568,565,328

（当期総利益） (1,691,266,487)
前期繰越欠損金 2,259,831,815

Ⅱ　次期繰越欠損金 568,565,328

損失の処理に関する書類



（民間研究特例業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

特例業務費 69,123,780

一般管理費 52,016,114

財務費用 41,985,410

臨時損失 290,403

法人税、住民税及び事業税 186,180 163,601,887

（２）（控除）自己収入等

特例業務収入 △ 507,812

財務収益 △ 112,916,450

雑益 △ 765,768

臨時利益 △ 1,740,678,344 △ 1,854,868,374

業務費用合計 △ 1,691,266,487

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額 4,087,125

Ⅲ　機会費用

3,946,750

Ⅳ　（控除）法人税等及び国庫納付額 △ 186,180

Ⅴ　行政サービス実施コスト △ 1,683,418,792

行政サービス実施コスト計算書

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

政府出資又は地方公共団体出資等
の機会費用



（民間研究特例業務勘定）

重要な会計方針

１．　減価償却の会計処理方法
有形固定資産

建物 １０～５０年
工具器具備品   ２～１５年

２．　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

(2) 賞与引当金

(3) 退職給付引当金

３．　有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 売買目的有価証券

  時価法を採用しております。

(2) 満期保有目的の債券
  取得差額がないものは原価法、取得差額があるものは償却原価法（定額法）を採用しております。

４．　行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

５．　消費税等の会計処理

　なお、国等からの出向者である役職員については、民間研究特例業務勘定では退職せず、退職手当も
支給しないこととされているため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。

　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

　役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

　役員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職金の要支給額の見込に基づき計上して
おります。

　また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在職する
役職員について、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控除し
た額から、退職者にかかる前期末退職給付見積相当額を控除して計算しております。

　１０年利付国債の平成２９年３月末利回りを参考に0.065％で計算しております。

　消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております。



（民間研究特例業務勘定）

注記事項

１．　貸借対照表
（１）国等からの出向職員に係る退職一時金の見積額 103,434,674 円

（２）減損会計に係る注記
当事業年度において減損を認識した固定資産は以下のとおりです。
ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用途 場所 種類 帳簿価額

一般管理用 さいたま市北区 電話加入権 576,000円

イ 減損の認識に至った経緯

種類
損益計算書に
計上した金額

損益計算書に
計上していない金額

電話加入権 290,400円 0円

エ 回収可能サービス価額について

２．　キャッシュ・フロー計算書
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 75,404,138 円

３．　行政サービス実施コスト計算書
国等からの出向職員に係る退職給付見積額の当事業年度増加見積額 4,087,125 円

４． 金融商品に関する注記
（１） 金融商品の状況に関する事項

（２） 金融商品の時価等に関する事項

（単位：百万円）

貸借対照表 時価 差額

計上額

（１）現金及び預金 75 75 -

（２）有価証券及び投資有価証券 8,847 8,960 113

　　①売買目的有価証券 7,958 7,958 -

　　②満期保有目的の債券 888 1,001 113

（３）長期未収金 91

　　貸倒引当金 △75

16 16 -

（４）破産更生債権等 22

　　貸倒引当金 △ 22

- - -

　（※）百万円未満は切り捨てて記載しております。

資産名称

電話加入権

 　当該資産の回収可能サービス価額は、正味売却価額により測定しております。国税庁公表資料に基づく
埼玉県における電話加入権の評価額は１回線あたり1,500円であり、これを実勢価額と見なし、保有回線数
を乗じた額をもって回収可能サービス価額としております。

資産名称

電話加入権

　当該資産は、市場価格が帳簿価額に比べ著しく下落しており、市場価値の回復は見込めないことから、減
損を認識しております。

ウ 減損額のうち、損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳

　資金運用については、基本財源として受け入れた政府及び民間等からの出資金を財源としており、独立行政法人通
則法第４７条の規定等に基づき運用を行っております。

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。



（民間研究特例業務勘定）

（注）金融商品の時価の算定方法等に関する事項

　（１）現金及び預金

　（２）有価証券及び投資有価証券

①当該会計年度中に売却した満期保有目的の債券

当会計年度中に売却した満期保有目的の債券の概要 （単位：百万円）
売却原価 売却額 売却損益

2,871 3,924 1,053

1,509 1,811 301

900 1,242 342

5,280 6,978 1,697

②売買目的有価証券への区分

　（３）長期未収金及び（４）破産更生債権等

地方債

　 これらについては回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照
表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

その他

合計

　 「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」Ｑ２７－９に基づき、当該売却
した債券の売却代金を財源として購入した債券(貸借対照表計上額6,892百万円)については、保有目的を売買
目的有価証券に区分しております。
　 また、当会計年度において、従来満期保有目的で保有していた債券の一部を売買目的有価証券に保有目的
の変更を行っております。これは当会計年度中に満期保有目的の債券を償還期限前に売却したことに伴い、
「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」」第２７〈注２３〉に基づき、当該売却した債券と同
じ年度に購入した残りの満期保有目的の債券について、保有目的を変更したものです。この結果、有価証券(売
買目的有価証券)が1,066百万円増加し、投資有価証券が949百万円減少し、有価証券評価損が116百万円減少
しております。

　 保有する投資有価証券の時価の高騰等を踏まえ、民間研究特例業務勘定の財務状態の改善を図るため、保
有する満期保有目的の債券のうち売却を行った方が有利なものについて、償還期限前に売却しております。

区　　　分

国債

　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　 これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。
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